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主要面談者 
 
Ministry of Economy and Energy 
Ivo KONOV  Director Donor Programmes 
Radoslav STANOLOV Chief Expert, Donor Programmes Directorate 
Ani DAVIDKOVA State Expert, Enterprise Policy Directorate 
 
Bulgarian Small and Medium Enterprises Promotion Agency 
Vanya BONEVA Chief Expert, Technological Development and Innovations 

Directorate 
 
Institute for Postgraduate Studies, University for National and World Economy – 
Sofia 
Marcho MARKOV  Director 
Bojana NEDELCHEVA  Deputy Director 
Ivan STOYCHEV  MSDC Senior Lecturer 
Antoaneta VASSILEVA  MSDC Senior Lecturer 
Milanka SLAVOVA  MSDC Senior Lecturer 
Jivko DRAGANOV  MSDC Lecturer 
 
日本側関係機関 
在ブルガリア日本国大使館 
縄田 俊之 二等書記官 
相原 良江 二等書記官 
 
JICAブルガリア駐在員事務所 
香川 敬三 所長 
永井 仁乃 プログラムオフィサー 
 
JICA専門家 
松崎 浩 
追谷 和夫
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面談議事録 
 
9月 26日（月） 
JICAブルガリア事務所（10:00-13:00） 
（参加者）：松崎専門家、追谷専門家、永井プログラムオフィサー、調査団（香川、仲上、古

谷、村上） 
協議内容 
・ 対処方針、PDM2案について協議。 
・ ストイチェフ、バシレバ氏は日本での研修を体験し、Manegerial Skills Development 

Center のコンセプトを理解している“Japanologist”を理解しているカウンターパート。
一人でもコンセプトを理解している人がブルガリア側に存在すれば、IPS側に成果が持続
する。 

・ 優良実践コンテストについては、IPSがまだ企業そのものの優良さについて評価ができる
レベルではない。人材育成面に限ってならば評価し、優良企業を選定することも可能と考

えられるが、コンテストを行なうのは MSDC が評価組織としての十分な名声を得るよう
になってからが適切と考えられるため、優良コンテストの実施については PDMの活動か
ら削除するのが適切。 

・ プロジェクト形成当初は 1 年のうち 3 ヶ月のビジネスコースを 4 回実施するようなイメ
ージであったが、その後、ブルガリア文部省承認の終了証を発行するためにはコース期間

が最低 5ヶ月であることが判明したため、現在のような 2学期制にすることにした。 
・ 民間セクター開発分野では来年度新規案件として、日本ビジネスセンター設立、品質管理

賞設立が経済エネルギー省から提出されている。前者については本プロジェクトの成果を

踏まえて、2007年 3月の終了とうまく連動させて開始できるとよいのではないか。 
 
ブルガリア経済エネルギー省（16:00-16:30） 
（参加者）：Ivo KONOV（Director Donor Programmes）、Radoslav STANOLOV（Chief Expert）、
松崎専門家、追谷専門家、永井プログラムオフィサー、調査団（香川、仲上、古谷、村上） 
協議内容 
（先方より） 
・ プロジェクトの最終的な成果はブルガリアのビジネス環境を十分に反映したものである

べき。良い成果を出せれば、今後実施される他のプロジェクトの模範となるであろう。 
・ 今年度提出した日本ビジネスセンタープロジェクトは、本プロジェクトの延長線上で捉え

られるものであり、ビジネス情報が収集できたり、日本とのジョイントベンチャーを立ち

あげられるようなセンターの設立が目標である。 
・ IPSが独立した法人になることで、より柔軟に対応できる組織になると考えられる。独立
した法人が持続的に運営されていくためにもより多くの受講生をひきつける仕組みづく

りが必要である。 
 

 



 

9月 27日（火） 
IPSとの協議（10:00-13:00） 
（参加者）：Marcho MARKOV（Director）、Bojana NEDELCHEVA（Deputy Director）、Ivan 
STOYCHEV（MSDC Senior Lecturer）、Antoaneta VASSILEVA（MSDC Senior Lecturer）、
Milanka SLAVOVA（MSDC Senior Lecturer）、Jivko DRAGANOV（MSDC Lecturer）、松崎専
門家、追谷専門家、永井プログラムオフィサー、調査団（香川、仲上、古谷、村上） 
協議内容 
・ 冒頭、古谷団員より PCM手法概要について説明。 
・ アウトプット１の指標の「3種類、4コース」というのは、3種類＝regular course、short-term 

seminar、custom-made courseで、short-term seminarがレギュラーコース開講・閉講時
の特別セミナーと management in Japanシリーズの２つに分けられて 4コースとなる。 

・ IPS側より、長期専門家の任期をプロジェクト終了まで 1年間延長して欲しいとの要望が
挙げられた。理由としては、 

 USAID、EUなども同じようなビジネスコース運営のプロジェクトを実施して競争相
手が多いが、MSDCはまだ基盤が確立していない。 

 短期専門家派遣だけであれば、外国人講師を招聘しているコースはほかの大学にも
あり、運営レベルで日本の支援を継続し、「日本」の独自性を生かして差別化を図る

必要性がある。 
 来月法改正が成され、EU加盟国の大学はブルガリア国内に支部を開設できるように
なるため、競争が激化する中でより独自性を出していくための戦略作りが必要。 

・ ビジネス人材育成に関する地域の拠点センターとしての役割については、アルメニア、グ

ルジアとの協力をする準備ができており、JICAから IPSへ情報をいただきたい。 
 
9月 30日（金） 
在ブルガリア日本大使館（14:30-15:30） 
（参加者）：縄田書記官、相原書記官、調査団（香川、仲上、古谷、村上） 
協議内容 
・ 調査団より報告書に基づき結果報告。 
（大使館発言） 
・ 人材育成はブルガリア政府が非常に熱心に進めている分野であり、日本としても支援して

いきたいと考えている。 
・ 本プロジェクトについては、各種報告から軌道に乗りつつあるが、プロジェクト終了後の

独り立ちを考えると 3年目が非常に重要になってくる。3年間の仕上げをし、自立発展に
向けてソフトランディングさせるためには、長期専門家については 3年目も二人が継続派
遣されていることが必要と考える。 

 














































	添付資料
	資料2　改訂版PDM調査団和訳
	資料3　主要面談者
	資料4　面談議事録
	資料5　評価グリッド
	資料6　質問票回答




